
　　

　②派遣労働者に係る雇用管理を適正に行うための体制が整備されていること
　　　(ａ)派遣元責任者に関する判断　※別添参照
　　　(ｂ）派遣元事業主に関する判断  　※別添参照
　　　(C）教育訓練（キャリア形成支援制度に関するものを除く）に関する判断 　※別添参照
　　　
　③個人情報を適正に管理し、派遣労働者等の秘密を守るために必要な措置が講じられていること
　④申請者が当該事業を的確に遂行するに足りる能力を有するものであること。
　⑤職業紹介事業と兼業する場合の要件

※（６）収入印紙及び（７）登録免許税の領収証書については、窓口での提出の際には、許可申請書に
貼付せずご持参ください。郵送での提出の際には、紛失等を防ぐため、貼付した上で郵送してください。

＜裏面あり＞

労働者派遣事業の許可申請の手続きについて（法人用）

（２）労働者派遣事業の許可の概要
労働者派遣事業については、当該事業が法の趣旨に沿って適正に運営され、労働力需給の適正な調整

が図られるとともに、派遣労働者の保護及び雇用の安定が確保されることが必要です。
厚生労働大臣が許可を与えるにあたっての許可要件として、許可の欠格事由（法第6条）及び許可基準

（法第7条第1項）を定めているところであり、許可の欠格事由に該当せず、許可基準を全て満たすと認めら
れる場合にのみ許可されるものです。

（３）許可申請の手続き
事業主は、労働者派遣事業における許可を受けるにあたって、手数料及び登録免許税を納付するととも

に厚生労働大臣に提出する許可申請関係書類（申請書、事業計画書のほかに添付書類）を提出する必要
があります。また、上記の許可要件の審査の参考とするための参考資料（自己チェックシート等の資料）も
併せて提出することが求められます。

許可申請関係書類及び参考資料については、原則として事業主の主たる事務所の所在地を管轄する都
道府県労働局を経由して厚生労働大臣に提出してください。

（４）許可申請書類等の提出の時期

許可予定日（毎月１日付）の約３か月前までに都道府県労働局に提出してください。

（５）許可要件（許可基準）
別紙参照

（６）手数料（収入印紙）

120,000円＋55,000円×（事業所数－１）の金額の収入印紙を申請書に貼り、手数料を納付していただき

ます。なお、手数料は、申請書を受理し、収入印紙に消印した後は返還いたしません。

（７）登録免許税
許可一件あたり９万円が課せられます。
納付方法は国税の収納機関である日本銀行、日本銀行歳入代理店（銀行等や郵便局）又は都道府県労

働局の所在地を管轄する税務署において、登録免許税の相当額を現金で納付していただき、領収証書（原
本）を提出していただきます。

（１）労働者派遣事業とは
労働者派遣事業とは、①派遣元と派遣労働者との間に雇用関係があり、②派遣元と派遣先との間に労働

者派遣契約が締結され、この契約に基づき、派遣元が派遣先に労働者を派遣し、③派遣先は派遣元から
委託された指揮命令の権限に基づき、派遣労働者を指揮命令するというものです。

様式については、下記 厚生労働省のホームページよりダウンロードしてご使用ください。
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/anteikyoku/jukyu/haken/



1-①労働者派遣事業許可申請書(様式第１号)

1-②.労働者派遣事業計画書(様式第３号)(事業所ごと)

1-③キャリア形成支援制度に関する計画書(様式第３号‐２)(事業所ごと)

2-①定款又は寄附行為(目的に労働者派遣事業が記載されているもの)

2-②登記事項証明書〈履歴事項全部証明書〉(目的に労働者派遣事業が記載されているもの)

2-③代表者、役員の住民票(本籍地は記載、個人番号は記載のないもの)

2-④代表者、役員の履歴書(職歴、役職員への就任退任状況及び賞罰の有無を記載)

2-⑦法人税の納税証明書((その２)所得金額用)  ※1　(最近の事業年度のもの。税務署で取得する必要があります)

2-⑪派遣元責任者講習の受講証明書の写し(許可申請の受理日前3年以内の受講日のもの)

2-⑫個人情報適正管理規程(事業所ごと)

2-⑬就業規則又は雇用契約書等の以下の該当箇所の写し(事業所ごと)

　　※就業規則を提出する場合は、事業所の所在地を管轄する労働基準監督署の受理印がある該当ページ

　  の写しを併せて提出

3-①労働者派遣事業の許可申請にあたっての自己チェックの結果について(様式第15号)(事業所ごと)

3-②企業パンフレット等事業内容が確認できるもの(設立直後等で作成していない場合を除く)

3-③事業所のレイアウト図(広さ、椅子、パーティション、面談スペース、個人情報の保管場所(鍵付き保管庫)を記載)

3-④教育訓練詳細内容

４．手数料、登録免許税 ※窓口提出時は貼付せずにお持ちください。郵送提出時には紛失等を防ぐため貼付して郵送してください。

4-①手数料(収入印紙)　12万円+5万5千円×(事業所数－1)

4-②登録免許税　9万円 (現金で納付後、領収証書の原本を提出)

2-⑭派遣労働者のキャリア形成を念頭においた派遣先の提供のための事務手引き、マニュアル等又はその概
　　　要の該当箇所の写し(事業所ごと)

３．参考資料　　　提出部数　正本(1通)　　写し(1通)

１．提出書類　　　　　　　提出部数　正本(1通)　　写し(2通)

２．添付書類　　　　　　提出部数　正本(1通)　　写し(1通)

※1　設立後最初の決算期を終了していない法人の申請に係る場合は、会社法(平成17年法律第86号)
　　　第435号第1項に規定する法人成立時の貸借対照表のみで可。

2-⑥法人税の納税(確定)申告書の写し(別表１及び別表４)  ※1
    (最近の事業年度のもので、税務署の受付印のあるもの。
　　 電子申請の場合は、税務署に受け付けられた旨が確認できるもの)

※2　派遣元責任者が代表者、役員と同一である場合は省略可。

1-④雇用保険等の被保険者資格取得の状況報告書(様式第3号‐3)(事業所ごと)
　　※派遣予定者で雇用保険・健康保険・厚生年金保険の未加入者がいる場合のみ提出

無期雇用派遣労働者及び有期雇用派遣労働者のうち労働者派遣契約終了時に労働契約が存続している派
遣労働者を、労働者派遣契約の終了のみを理由として解雇しない旨を規定した部分

派遣労働者に対して教育訓練を実施する旨及び教育訓練の受講時間を労働時間として扱い、相当する賃金
を支払うことを原則とする旨を規定した部分

無期雇用派遣労働者又は有期雇用派遣労働者であるが労働契約期間内に労働者派遣契約が終了した者に
ついて、次の派遣先を見つけられない等、使用者の責に帰すべき事由により休業させた場合には、労働基準
法第26条に基づく手当を支払うことを規定した部分

2-⑨派遣元責任者の住民票(本籍地は記載、個人番号は記載のないもの) ※2

2-⑤貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書  ※1
　　(最近の事業年度のもので、税務署に提出したもの)

2-⑧労働者派遣事業を行う事業所ごとの事業所の使用権を証明する書類
　　(不動産賃貸借契約書の写し(使用目的が事務所であること)又は不動産登記事項証明書)

2-⑩派遣元責任者の履歴書(職歴、賞罰の有無及び雇用管理経験の年数(３年以上が条件となります)を記載)  ※2

労働者派遣事業許可申請書類等について（法人用）
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